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平成17年 平成18年 平成19年

第2期 H18.11.1～H19.4.30

実質的な運用期間 H18.3.1～H18.10.31 ２４５日
第1期 H17.11.2～H18.10.31 ３６４日

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

財務戦略
（出資）

財務戦略
（借入）

外部成長

Topics

ⅠⅠ--１．第１．第11期期・第・第22期期の概観の概観

Ⅰ-1

11.2設立 3.1上場 6.30物件取得 10.3格付取得 12.8物件取得 3.19, 3.20物件取得

7物件
104,386百万円

7物件
104,386百万円

8物件
113,286百万円

8物件
113,286百万円

9物件
123,921百万円

9物件
123,921百万円

3.1 相模原ショッピングセンター 12,000百万円

33,400百万円33,400百万円 37,400百万円37,400百万円 35,900百万円35,900百万円

（3.20 固定化
11,000百万円）

8.31 2,500百万円 12.8 13,700百万円6.30 4,000百万円

設立 100百万円設立 100百万円 投資口発行/増資
82,260百万円

投資口発行/増資
82,260百万円

発行価格:55万円

第1期末（終値）
68.9万円

11物件
130,846百万円

11物件
130,846百万円

3.1 晴海アイランドトリトンスクアエア オフィスタワーＹ 33,000百万円／赤坂王子ビル 9,660百万円
神田パークプラザ 5,156百万円／ファーレイーストビル 1,520百万円／日鉄本町ビル 1,100百万円

6.30 イトーヨーカドー東習志野店 8,900百万円

3.19 武蔵浦和ショッピング
スクエア 4,335百万円

12.8 深沢ハウスＨＩ棟 10,635百万円

3.20 OAK PLAZA（オークプ
ラザ） 2,590百万円

54,300百万円54,300百万円

3.3 長期借入 33,400百万円

短期借入
3.19, 3.20 20,900百万円

第2期末（終値）
84.3万円

3.3 日本電気本社ビル 41,950百万円

第3期

47,100百万円47,100百万円

(3.20 固定化 11,000百万円)
（5.31 固定化 23,000百万円）

借換
予定
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ⅠⅠ--２２．．投資口価格の推移（投資口価格の推移（H18.3.1H18.3.1～～H19.4.30H19.4.30））

Ⅰ-2

上場時公募価格 55万円 H18.3.1

上場来高値（終値ﾍﾞｰｽ） 99.8万円 H19.2.16

H18.3.7上場来安値（終値ﾍﾞｰｽ） 55.6万円

トップリート投資法人

期末価格（終値ﾍﾞｰｽ）

８4.3万円

（H19.4.27）
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TOP出来高 TOP

東証REIT指数（指数化後） TOPIX（指数化後）

31,893口（3/1）

H18.3 H18.4 H18.5 H18.6 H18.7 H18.8 H18.9 H18.10 H18.11 H18.12 H19.1 H19.2 H19.3 H19.4

第1期 第2期

上場来高値
（終値ﾍﾞｰｽ）

99.8万円(H19.2.16)

上場来安値
（終値ﾍﾞｰｽ）

55.6万円
(H18.3.7)

（ 円 ）
（ 口 ）
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ⅠⅠ--３．決算サマリー３．決算サマリー

項目 第2期実績 第1期実績

期末テナント数 39 34

期末総賃貸可能面積 261,671.68㎡

99.5％

873百万円

80百万円

843,000円

130,665百万円

229,231.70㎡

期末稼働率 99.9％

当期減価償却費
980百万円

※（730百万円）

当期資本的支出額 241百万円
※（179百万円）

※182.5日換算

期末投資口価格 689,000円

期末投資口時価総額 106,795百万円

Ⅰ-3

営業収益：＋８９百万円
新規取得２物件（武蔵浦和ＳＳ/ＯＡＫ ＰＬＡＺＡ）の貢献

晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーＹ 稼働率向上

イトーヨーカドー東習志野店：賃料改定想定分

科目 第2期実績 第2期予想
（平成18年12月18日発表）

増減
（対第2期予想）

181日

4,437百万円

2,093百万円

2,092百万円

155,000口

13,500円

9物件

181日

－

－

89百万円

231百万円

231百万円

0口

1,492円

2物件

－

－

+ 2.0%

+11.0%

+11.0%

－

+11.1%

－

－

4,526百万円

2,324百万円

2,323百万円

155,000口

14,992円

11物件

152,468百万円

増減
(対第1期実績(182.5日換算))

実質運用期間 － －

488百万円

290百万円

290百万円

0口

+1,876円

3物件

+25,026百万円

+12.1%

+14.3%

当期純利益 2,033百万円 +14.3%

発行済投資口数 155,000口 －

１口当たり分配金 13,116円 +14.3%

期末投資物件数 8物件 －

期末算定価格合計 127,442百万円 +19.6%

営業収益 4,037百万円

経常利益 2,034百万円

第1期実績(182.5日換算）

(第1期実績)／245日
×365日／2

182.5日

■■ 第第22期実績と予想との主な差異期実績と予想との主な差異

経常利益：＋２３１百万円
営業収益増額分
修繕費減（一部資本的支出として資産計上、費用削減他）
支払利息等その他費用の予想値との差異

■■ その他参考情報その他参考情報
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第2期（運用日数 181日）
自：平成18年11月 1日
至：平成19年4月30日

第1期（実質運用日数 245日）
自：平成17年11月 2日
至：平成18年10月31日科 目

金額（百万円) 百分比（％）

１００．０

４１．５

５８．５

０．２

７．３

５１．４

５１．３

４，５２６

１，８７８

１，３８８

３６７

１２２

２，６４７

１０

７

２

３３２

３０７

５

ー

１９

２，３２４

２，３２４

１

０

２，３２３

２，３２３

金額（百万円) 百分比（％）

１００．０

３９．９

６０．１

０．１

９．８

５０．４

５０．４

５，４２０

２，１６１

１，６３２

４１４

１１４

３，２５８

４

２

２

５３２

２７３

１１

１９０

５７

２，７３１

２，７３１

１

△０

２，７２９

Ⅰ 営業損益の部

２，７２９

Ⅱ営業外損益の部

創業費償却

経常利益金額

税引前当期純利益金額

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益金額

１．営業収益

２．営業費用

１．営業外収益

賃貸事業費用

資産運用報酬

その他の営業費用

２．営業外費用

受取利息

その他の営業外収益

支払利息

投資口交付費

その他営業外費用

営業利益金額

当期未処分利益

ⅠⅠ--４．損益計算書４．損益計算書（要約）／金銭の分配に係る計算書（要約）／金銭の分配に係る計算書

０

（１４，９９２）

２，３２３

２，３２３

金額(百万円）

第2期（運用日数 181日）
自：平成18年11月 1日
至：平成19年4月30日

（１７，６０９）（１口当たり分配金（円））

次期繰越利益

分配金の額

当期未処分利益

科 目

０

２，７２９

２，７２９

金額(百万円）

第1期（実質運用日数 245日）
自：平成17年11月 2日
至：平成18年10月31日

【外部成長】

深沢ハウスＨＩ棟、武蔵浦和ショッピングスクエア

ＯＡＫ ＰＬＡＺＡ（オークプラザ）

【内部成長】

晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーＹ

稼働率向上 （平成18年12月より稼働率100％）

Ⅰ-4

■■ 損益計算書損益計算書

【賃貸事業費用】

減価償却費 ： ８７３百万円

管理業務費 ： ３１９百万円

水道光熱費 ： １４３百万円 他

【投資口交付費】

東京証券取引所への上場等 に関連した費用

■■ 金銭の分配に係る計算書金銭の分配に係る計算書
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第2期

（平成19年4月30日現在）

第1期

（平成18年10月31日現在）科 目

金額（百万円) 百分比（％）

８．６

９１．４

９１．３

０．０

０．０

０．１

０．０

１００．０

１２，５７１

５９３

９，８４０

３０

２，０５５

５０

１３３，７０６

１３３，５７６

４４，４０２

８９，１７４

０

０

１２９

１０

３７

４６

３４

３９

３９

金額（百万円) 百分比（％）

１４６，３１７

資産の部

Ⅰ流動資産合計

現金及び預金 ２，４５３

信託現金及び信託預金 ７，６２２

営業未収入金 ２９

未収消費税等 １，８４６

その他の流動資産 ２６

Ⅱ固定資産合計 １１６，３１５ ９０．６

１．有形固定資産計 １１６，１８７ ９０．５

２．無形固定資産計 ０ ０．０

３．投資その他の資産計 １２８ ０．１

差入敷金保証金 １０

その他投資等 ２０

Ⅲ繰延資産合計 ４５ ０．０

創業費 ４５

繰延税金資産 ５５

長期前払費用 ４１

その他の無形固定資産 ０ ０．０

信託建物等 ３８，１０２

信託土地 ７８，０８４

資産合計

１１，９７９ ９．４

１２８，３４０ １００．０ １００．０

５７．８

△０．０

１．６

５６．２

５７．８

４２．２

２７．１

１５．１

百分比（％）

１４６，３１７

８４，５１１

△７１

△７１

２，３２３

２，３２３

８２，２６０

８４，５８３

６１，８０５

１４１

６，１６０

３３，４００

３９，７０１

３

７３１

８８

２８３

２０，９００

９５

２２，１０３

金額（百万円）

第2期

（平成19年4月30日現在）

２．１２，７２９剰余金合計

△０．０△８６Ⅱ評価・換算差額等合計

△８６繰延ヘッジ損益

６６．２８４，９０３純資産合計

６６．２８４，９８９Ⅰ投資主資本合計

８１９未払金

純資産の部

６７０前受金

２．剰余金

２，７２９当期未処分利益

３３．８４３，４３６負債合計

６４．１８２，２６０１．出資総額

５その他の流動負債

１７３デリバティブ負債

５，７７４信託預り敷金保証金

３３，４００長期借入金

３０．７３９，３４７Ⅱ固定負債合計

４９未払費用

２，５００短期借入金

４３営業未払金

負債・純資産合計

Ⅰ流動負債合計

負債の部

科 目

１００．０１２８，３４０

３．１４，０８８

百分比（％）金額（百万円）

第1期

（平成18年10月31日現在）

ⅠⅠ--５．貸借対照表５．貸借対照表（要約）（要約）

Ⅰ-5

信託預り敷金保証金見合い他
借入金合計 ：54,300百万円①内有利子負債：１,365百万円②

①＋②有利子負債額：55,665百万円
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項 目
第２期実績

自 平成18年11月 1日
至 平成19年 4月30日

備 考

実質運用期間 １８１日

３８．０％

３７．１％

４，０１０百万円

６．１％

３，１９７百万円

１口当たりＦＦＯ ２０，６２５円 １７，８２７円 ＦＦＯ／期末発行済投資口数

１．７％

（３．４％）

２．７％

（５．５％）

５７．８％

第1期： （第1期実績）/実質運用期間245日×365日/2で算出

賃貸ＮＯＩ（Net Ｏperating Ｉncome） ３，５５１百万円 賃貸事業収入－賃貸事業費用＋当期減価償却額

賃貸ＮＯＩ利回り ６．３％ 賃貸ＮＯＩ×２／期末保有物件取得価格合計額

ＦＦＯ（Funds from Operation） ２，７６３百万円 当期純利益金額＋当期減価償却額

総資産経常利益率（ＲＯＡ） １．９％ 経常利益金額/（期首総資産額<第1期は平成18年3月1日時点
>＋期末総資産額）/２

（３．９％）

（５．０％）

（年換算）

自己資本利益率（ＲＯＥ） ２．５％
当期純利益金額/（期首純資産額<第1期は平成18年3月1日時
点>＋期末純資産額）/２

（年換算）

期末自己資本比率 ６６．２％ 期末純資産額／期末総資産額

期末総資産有利子負債比率 ２９．１％ 期末有利子負債額／期末総資産額

期末総資産借入金比率（ＬＴＶ） ２８．０％ 期末借入金総額／期末総資産額

第１期実績
自 平成17年11月 2日
至 平成18年10月31日

（182.5日換算）

１８２．５日

ⅠⅠ--６６ ．財務指標．財務指標

Ⅰ-6
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

第1期

第2期

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第 1期

第 2期

ⅠⅠ--７７ ．投資主の状況．投資主の状況

順
位

氏名又は名称

所有

投資

口数

（口）

発行済投資口の

総数に対する

所有口数の割合

（％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

11

13

14

15

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,545 6.80

日興シティ信託銀行株式会社（投信口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,090 4.57

株式会社池田銀行 6,850 4.42

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 5,853 3.78

株式会社常陽銀行 4,157 2.68

富士火災海上保険株式会社 4,117 2.66

株式会社広島銀行 3,060 1.97

アメリカンライフインシュアランスカンパニージーエイーエル 3,847 2.48

株式会社北洋銀行 3,112 2.01

合 計 73,736 47.57

野村信託銀行株式会社（投信口） 2,305 1.49

ザ バンク オブ ニューヨーク トリーテイー ジヤスデツク アカウント 3,537 2.28

住友信託銀行株式会社 3,176 2.05

株式会社新日鉄都市開発 3,162 2.04

王子不動産株式会社 3,162 2.04

9,763 6.30

個人・その他 5,769人（94.1%）

金融機関（含む証券会社） 171人 （2.8%）

その他国内法人 146人 （2.4%）

外国法人・個人 45人 （0.7%）

個人・その他 5,149人（93.3%）

金融機関（含む証券会社） 165人 （3.0%）

その他国内法人 127人 （2.3%）

外国法人・個人 80人 （1.4%）

個人・その他

16,470口（10.6%）

個人・その他

13,320口（8.6%）

金融機関（含む証券会社）

110,045口（71.0%）

金融機関（含む証券会社）

101,763口（65.7%）

外国法人・個人

15,380口（9.9%）

その他国内法人
13,105口（8.5%）

外国法人・個人

27,524口（17.8%）

その他国内法人
12,393口（8.0%）

区分

個人・その他 13,320 8.6% 5,149 93.3%

金融機関（含む証券会社） 101,763 65.7% 165 3.0%

その他国内法人 12,393 8.0% 127 2.3%

外国法人・個人 27,524 17.8% 80 1.4%

合計 155,000 100.0% 5,521 100.0%

所有口数 投資主数

第1期
（H18/10末）

総投資主数

6,131人

第2期
（H19/4末）

総投資主数

5,521人

第1期
（H18/10末）

総投資口数

155,000口

第2期
（H19/4末）

総投資口数

155,000口

■■ 所有者別投資主数所有者別投資主数

■■ 主要な投資主の状況主要な投資主の状況

■■ 投資口分布状況（第２期末現在）投資口分布状況（第２期末現在）

■■ 所有者別投資口数所有者別投資口数

Ⅰ-7
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セクションセクションⅡⅡ．第．第22期（平成期（平成1919年年44月期）の運用実績月期）の運用実績

Ⅱ
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パイプライン・サポート契約 ウェアハウジング機能の提供に関する協定書

パイプライン機能 ウェアハウジング機能

スキーム
組成

投融資

住友信託銀行

新日鉄都市開発
（新日本製鐵グループ）

王子不動産
（王子製紙グループ）

スポンサー力の最大活用

トップリート投資法人

トップリート・アセットマネジメント

● 住友信託銀行 グループ 42 社
● 新日本製鐵グループ 326 社
● 王子製紙グループ 305 社

ⅡⅡ--１．外部成長：スポンサー力の実績１．外部成長：スポンサー力の実績

Ⅱ-1

日本電気本社ビル

晴海ｱｲﾗﾝﾄﾞﾄﾘﾄﾝ
ｽｸｴｱ ｵﾌｨｽﾀﾜｰY

赤坂王子ﾋﾞﾙ

ﾌｧｰﾚｲｰｽﾄﾋﾞﾙ日鉄本町ﾋﾞﾙ

深沢ﾊｳｽＨＩ棟

相模原ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
ｾﾝﾀｰ

ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ
東習志野店

神田ﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｻﾞOAK PLAZA
(ｵｰｸﾌﾟﾗｻﾞ)

武蔵浦和ショッピ
ングスクエア

開発・保有物件
自社orグループ企業

全保有物件がスポン全保有物件がスポン
サー力活用による取得サー力活用による取得

仲介物件



12

ⅡⅡ--２２．外部成長：第．外部成長：第２２期取得物件（期取得物件（武蔵浦和ショッピングスクエア武蔵浦和ショッピングスクエア））

■首都圏郊外の駅前立地の大規模ショッピングセンター
■過度な取得競争を回避し、他の投資法人と共有（信託受益権の準共有）で取得
■新日鉄都市開発が匿名組合出資・資産運用業務の受託を受けたＳＰＣから取得

（パイプライン機能＜スポンサー力＞の活用）

Ⅱ-2

所 在 地 埼玉県さいたま市南区別所七丁目

取 得 価 格 43.35億円

地積／延床面積 8,317.99.㎡／28,930.36㎡

構 造 ／ 階 数 S造陸屋根／地下1階付4階建

竣 工 年 月 平成17年10月

所 有 形 態 土地：所有権･建物：区分所有権
（不動産信託受益権の準共有持分50%）
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ⅡⅡ--３３．外部成長：第．外部成長：第２２期取得物件（期取得物件（OAKOAK PLAZA(PLAZA(オークプラザオークプラザ))））

■ビジネスホテルを中心に、サービスオフィス・貸会議室・店舗を備えた都心立地の複合ビル

■新日鉄都市開発から、同社がコンバージョン（改修工事）を実施した後に取得
（パイプライン機能＜スポンサー力＞の活用）

Ⅱ-3

所 在 地 東京都千代田区神田淡路町二丁目

取 得 価 格 25.9億円

地積／延床面積 1,013.49㎡／6,121.85㎡

構 造 ／ 階 数 SRC造陸屋根／地下1階付10階建

竣 工 年 月 昭和60年4月
平成19年3月にコンバージョン実施

所 有 形 態 所有権

改
修
後

改
修
前

ﾎﾃﾙﾌﾛﾝﾄ2F受付3F会議室
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ⅡⅡ--４４．外部成長：第２期取得物件（深沢ハウスＨＩ棟）．外部成長：第２期取得物件（深沢ハウスＨＩ棟）

所 在 地 東京都世田谷区深沢二丁目

取 得 価 格 106.35億円

地積／延床面積 39,840.90㎡／12,135.36㎡

構 造 ／ 階 数 RC造ｺﾝｸﾘｰﾄ屋根・陸屋根／14階建

竣 工 年 月 平成16年6月

所 有 形 態 区分所有権（深沢ハウスＨＩ棟）

■トップリート投資法人初の賃貸住宅の取得

■大規模住宅開発により一体開発された緑豊かなランドスケープである深沢ハウスの賃貸棟部分（ＨＩ棟）。

■住友信託銀行の仲介で取得（パイプライン機能＜スポンサー力＞の活用）

Ⅱ-4
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90.0%

92.5%

95.0%

97.5%

100.0%

稼働率 99.7% 99.8% 99.8% 99.8% 99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 99.8% 99.6% 99.6% 99.7% 99.5%

平成17年

9月末

平成18年

3月末

平成18年

4月末

平成18年

5月末

平成18年

6月末

平成18年

7月末

平成18年

8月末

平成18年

9月末

平成18年

10月末

平成18年

11月末

平成18年

12月末

平成19年

1月末

平成19年

2月末

平成19年

3月末

平成19年

4月末

ⅡⅡ--５５ ．内部成長：高稼働率の維持．内部成長：高稼働率の維持

「テナント・ファースト」＝「テナント満足度の向上」

Ⅱ-5

テナントのニーズを汲み上げ、適切に不動産の管理運営に活かすことにより、資産価値を維持向上

優良テナントとのリレーションシップを高めることにより、長期安定収益を確保

テナント名 業 種 物件名称
賃貸面積

（㎡）

全賃貸面
積に占め
る割合(%) 

株式会社イトーヨーカ堂 卸売・
小売業

相模原ショッピングセンター/
イトーヨーカドー東習志野店

112,089.54

日本電気株式会社 日本電気本社ビル

晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＹ

晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＹ

赤坂王子ビル

住友金属工業株式会社 製造業

72,238.03

11,905.47

7,753.13

5.2

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社

金融･
保険業

3.4

株式会社ソニー・コンピュー
タエンタテインメント

卸売・
小売業

5,080.98 2.2 

49.0  

製造業 31.6

■上位テナント■上位テナント

■稼働率推移■稼働率推移

株式会社イトーヨーカ堂

相模原SC：平成25年8月10日まで、東習志野店：平成26年11月30日ま

での普通借家契約。３年毎の賃料改定。

日本電気株式会社

平成37年12月28日までの定期借家契約。平成25年12月分まで賃料固

定、平成25年12月･平成29年12月・平成33年12月に賃料改定（改定日

は各翌月1日）あり。

※同時期に日本電気株式会社からの解約が可能

第第11期末期末

テナント名 業 種 物件名称
賃貸面積

（㎡）

全賃貸面
積に占め
る割合(%) 

株式会社イトーヨーカ堂
卸売・
小売業

相模原ショッピングセンター/
イトーヨーカドー東習志野店

112,089.54

日本電気株式会社 日本電気本社ビル

晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＹ

ファーレイーストビル/
OAK PLAZA（オークプラザ）

深沢ハウスHI棟

住友金属工業株式会社 製造業

72,238.03

11,905.47

10,785.18

4.6

株式会社
新日鉄都市開発

不動産業 4.1

アール・エー・アセット・
マネジメント株式会社

不動産業 10,164.11 3.9 

43.0  

製造業 27.7

第第22期末期末

第1期 第2期

■主要■主要22テナントとの長期契約テナントとの長期契約

安定的に高稼働率を維持 期末稼働率：９９．5％



16

ⅡⅡ--６６ ．内部成長：第２期の取り組み実績．内部成長：第２期の取り組み実績

個別物件毎の特性に応じた収益の維持・向上策の実施

Ⅱ-6

晴海アイランドトリトンスクエア晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーＹオフィスタワーＹ

エリアマーケティング等に基づいた新規募
集賃料の設定と募集活動策の継続的実施

赤坂王子ビル赤坂王子ビル

低稼働駐車場の一括賃貸による収益の向上 （平成18年12月より実施）

深沢ハウス深沢ハウスHIHI棟棟

入替え住戸8戸 月額賃料：＋3.0%

既存テナントの増床ニーズを捉え稼働率を向上（平成18年12月より稼働率100%） 面積280.31㎡

既存全テナントとの円滑な契約更新

全７テナント・全賃貸面積23,239.62㎡ マーケット水準賃料にて円滑に契約更新

駐車場運営者：パーク２４株式会社 台数：35台 年間約15百万円の収益向上

修繕工事の単価見直し等費用削減による収益向上

オフィスオフィスビルビル

マーケット賃料を逐次見直し、ＰＭと連携したタイム
リーな賃料改定交渉を実施

賃料改定：１１件 （増額：２件 据置：９件）
※上記に加え、３期改定分：増額改定２件合意

管理コスト適正化タスクフォースを立ち上げ、管理コス
ト適正化を推進し、来期以降のコスト削減の基盤構築
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ⅡⅡ--７７ ．財務戦略：格付と第．財務戦略：格付と第22期末借入金の状況期末借入金の状況

Ⅱ-7

格付（発行体格付）の状況

Ａ２（安定的） ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク

注）利率は小数点第３位を、残存期間は単位未満を、四捨五入して記載しています。 利率及び残存期間の平均は、期末残高による加重平均を記載しています。

区分 借 入 先 借入日 第2期末残高 利率（期末時点） 返済期限 残存期間 返済方法

2ヶ月 期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

7ヶ月

11ヶ月

11ヶ月

8ヶ月(平均）

1年10ヶ月

3年10ヶ月

2年10ヶ月
(平均)

2年（平均）

住友信託銀行
みずほコーポレート銀行

平成18年
6月30日

2,500百万円 0.96%（変動）
平成19年
6月29日

無担保
無保証

平成18年
12月8日

11,200百万円 0.96%（変動）
平成19年
11月30日

無担保
無保証

短期
平成19年
3月19日

4,600百万円 0.96%（変動）
平成20年
3月19日

無担保
無保証

住友信託銀行
みずほコーポレート銀行
三井住友銀行
三菱東京UFJ銀行
中央三井信託銀行
三菱UFJ信託銀行

平成19年
3月20日

2,600百万円 0.96%（変動）
平成20年
3月19日

無担保
無保証

小計 20,900百万円 0.96%(平均)

平成18年
3月3日

平成18年
3月3日

摘要

5,200百万円 1.01%(変動）

5,500百万円

6,000百万円

1.39%（固定）

小計 16,700百万円 1.27%(平均)

5,200百万円 1.11%(変動）

5,500百万円

6,000百万円

1.92%（固定）

小計 16,700百万円 1.66%(平均)

小計 33,400百万円 1.47%(平均)

合計 54,300百万円 1.27%(平均)

平成23年
3月3日

無担保
無保証

住友信託銀行
みずほコーポレート銀行
三井住友銀行
三菱東京UFJ銀行
中央三井信託銀行
三菱UFJ信託銀行

ターム
ローン

2

平成21年
3月3日

無担保
無保証

住友信託銀行
みずほコーポレート銀行
三井住友銀行
三菱東京UFJ銀行
中央三井信託銀行
三菱UFJ信託銀行

ターム
ローン

1

長期
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64.1%
42.4% 46.0%

100.0%

35.9%
57.6% 54.0%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

上場時 第1期末 第2期末 借換え実施後

(予定)

0

50

100

150

200

H19.10

月期

H20.4月

/10月期

H21.4月

/10月期

H22.4月

/10月期

H23.4月

/10月期

H24.4月

/10月期

H25.4月

/10月期

H26.4月

/10月期

0

50

100

150

200

H19.10

月期

H20.4月

/10月期

H21.4月

/10月期

H22.4月

/10月期

H23.4月

/10月期

H24.4月

/10月期

H25.4月

/10月期

H26.4月

/10月期

100.0% 93.0%
61.5%

100.0%

38.5%
7.0%

0%
20%

40%
60%

80%
100%

上場時 第1期末時点 第2期末時点 借換え実施後

(予定)

ⅡⅡ--８８ ．財務戦略：金利変動リスク．財務戦略：金利変動リスク//返済期日分散への対応返済期日分散への対応

Ⅱ-8

借入金総額 ：５４３億円（借換実施後 ５４４億円）

長期借入金比率：６１．５％ （借換実施後 １００.０％）

期末総資産借入金比率（ＬＴＶ） ： ３７．１％

固定化比率： ４２．４％（借換実施後 ４６．０％）

■■ 長期長期借入金借入金比率比率

長期長期

短期短期

■■ 固定化比率固定化比率

固定固定

変動変動

■■ 返済期日分散への対応返済期日分散への対応

対応前対応前
対応後対応後

（期） （期）

（億円）

  H19.10

月期

  H20.4月

/10月期

  H21.4月

/10月期

  H22.4月

/10月期

  H23.4月

/10月期

  H24.4月

/10月期

  H25.4月

/10月期

  H26.4月

/10月期

H21.3.3 H22.6.30 H23.3.3 H24.6.29 H26.6.30

0 0 167 85 167 85 0 40 544

  H19.10

月期

  H20.4月

/10月期

  H21.4月

/10月期

  H22.4月

/10月期

  H23.4月

/10月期

  H24.4月

/10月期

  H25.4月

/10月期

  H26.4月

/10月期

H21.3.3 H23.3.3

25 184 167 0 167 0 0 0 543

（億円）

平成19年6月8日付にて、借入返済期日の分散及び金利変動リスクへの対応を図ることを目的とし、長期借入金の調達及び既存の短期借入金の
返済を決定しています。（実施予定日：平成19年6月29日）

借換え実施後、金利状況を見極め、固定化比率
を機動的に見直していく予定

平均残存期間：3年5ヶ月平均残存期間：平均残存期間：33年年55ヶ月ヶ月

※平成19年6月29日を基準として算出

平均残存期間：1年10ヶ月平均残存期間：平均残存期間：11年年1010ヶ月ヶ月

※平成19年６月２９日を基準として算出
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ⅡⅡ--９９ ．イトーヨーカドー東習志野店：中途解約通知への対応．イトーヨーカドー東習志野店：中途解約通知への対応

契約期間：契約期間：H6.12.1H6.12.1－Ｈ－Ｈ26.11.3026.11.30（（2020年）年）

賃料改定：賃料改定：33年毎協議（年毎協議（直近直近改定日：平成改定日：平成1818年年1212月月11日）日）

中途解約中途解約禁止禁止：：

①いかなる都合があっても①いかなる都合があっても1313年間解約禁止年間解約禁止
（～H19.11.30）

②②禁止期間経過後禁止期間経過後もも、やむをえない事由により契約を、やむをえない事由により契約を
継続し継続し がたい事態がたい事態とならならない限り解約禁止解約禁止。

立地評価：立地評価：
外部機関も活用し“マーケットポテンシャル評価”
「郊外立地として標準的なマーケットボリューム」
「広域道路付から小商圏型の店舗」
「競合環境は厳しいが、十分な駐車台数等により競争力
はあり」

賃料賃料//価格評価：価格評価：
「立地評価/不動産マーケットから、賃料/利回りを算定
し評価」

賃貸借契約の概要

物件取得時の検討

賃料改定協議等のテナントとの交渉協議の継続 テナントとの交渉協議の進展状況に応じた様々な対応策の

検討及び具体化と、適切な時期での実施判断

今後の方針

中途解約通知の提示
（中途解約希望日：平成20年2月末日）

イトーヨーカ堂

本投資法人においては、賃貸借契約上の解
約事由に該当しないと判断する旨の説明
誠実に賃料改定協議を継続する意志がある
旨の再説明

ＴＯＰ REIT

賃料条件の再考と協議継続を主張ＴＯＰ REIT

大幅な賃料引き下げ要求イトーヨーカ堂

交渉協議継続中

テナントとの交渉協議
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平成18年11月13日提示の改善報告書のフォロー

ⅡⅡ--10 10 ．物件．物件//運営に関するコンプライアンス運営に関するコンプライアンス

Ⅱ-10

業務改善報告における実施（予定）項目 フォローアップ

① 各役員の責務の再確認と法令遵守に関する誓約書の徴求 各役員より誓約書を徴求（平成18年11月27日役員会）

② 監督役員の監督体制の強化
監督役員間の事前協議の実施（平成18年11月27日役員会にて役員会規程を改定。

役員会前に監督役員間の事前協議を行うこととした）

③ 役員会の開催に関する年間スケジュールの作成 事前に年間スケジュールを作成し実施

④ 役員会運営ルールの見直しと役員会の開催、運営に関する事

務手順の明確化

役員会運営マニュアル：平成18年8月制定済
事務処理ルール：平成18年11月制定済

PCBPCB
保有資産でのPCBPCBの保管の保管無し無し
平成元年以前に製造された変圧器等の絶縁油については、微量のPCB
が混入している可能性が否定できないとの見解があり。停電作業の都度停電作業の都度
調査を実施。調査を実施。調査済の保有資産においては、混入がないことを確認。

アスベストアスベスト

飛散防止などの対策がとられていない吹付けアスベスト等、人体人体・・健康健康
に影響のある状態のものはないに影響のある状態のものはない旨レポートにより確認

• 平成18年10月より以下の法令等が施行され、「石綿の飛散のおそれのある建築材料の使
用の規制※1」「既存建築物の増改築時等の取扱い※2」等が新たに明確化。
現時点では、法令の施行による特段の影響はありませんが、引き続き取得検討時の建物
環境調査等などの実施により使用状況の確認と法令等に従った必要な対応を行います。
1． 吹付け石綿、 石綿をその重量の0.1%を超えて含有する吹付けﾛｯｸｳｰﾙの使用禁止
2． 上記１の使用のある既存建築物の増改築、大規模修繕・模様替えの際に原則として吹
付け石綿等を除去すること。（従前の床面積の１／２を超えない増改築等については、封じ
込め及び囲い込みの措置を許容する）

日本ｵｰﾁｽ･ｴﾚﾍﾞｰﾀ日本ｵｰﾁｽ･ｴﾚﾍﾞｰﾀ保守管理物件：「ﾌｧｰﾚｲｰｽﾄﾋﾞﾙ」保守管理物件：「ﾌｧｰﾚｲｰｽﾄﾋﾞﾙ」
⇒緊急点検実施済、特に異常がない旨報告あり。

日立ビルシステム保守管理物件：「神田ﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｻﾞ」「ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ東習志野日立ビルシステム保守管理物件：「神田ﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｻﾞ」「ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ東習志野
店」「店」「OAKOAK PLAZAPLAZA」、フジテック保守管理物件：「武蔵浦和ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｽｸｴｱ」」、フジテック保守管理物件：「武蔵浦和ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｽｸｴｱ」

⇒法定点検等では異常なし、緊急点検を実施予定。

エレベータの点検の状況エレベータの点検の状況

構造偽装等の有無及び構造偽装等の有無及び確認状況確認状況

取得検討時の建物診断：専門家による地震リスク分析ﾚﾎﾟｰﾄを徴収、当該分析の過程で構造に関する確認専門家による地震リスク分析ﾚﾎﾟｰﾄを徴収、当該分析の過程で構造に関する確認
総合的な見地よりPMLを算定：ポート全体のポート全体のPMLPML数値数値（（20072007年年33月報告）月報告）はは2.22.2%%
構造計算担当企業の確認：運用資産に問題となった企業が関与したものは無い旨確認運用資産に問題となった企業が関与したものは無い旨確認。

物件面に関する昨今の問題事項に対する対応と確認
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セクションセクションⅢⅢ．ポートフォリオの運用状況と業績予想．ポートフォリオの運用状況と業績予想

Ⅲ
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ⅢⅢ--11．期末算定価格．期末算定価格

取得時 1期末 2期末

物件名称
期末帳簿価格

（百万円） 取得価格（Ａ）
(百万円）

鑑定
CAP

算定価格（Ｂ）
（百万円）

(B)-(A)
（百万円）

鑑定
CAP

５，１００ ４．１％

４．６％

４．４％

５．２％

５．９％

６．３％

４．４％

５．３％

６．３％

－

５．７％

－

－

－

－

４．６％

６，１００

２，０４０

４６

６２０

４０

１３，９４６

１００

１１０

－

２１０

－

－

－

－

１４，１５６

４７，０５０

３９，１００

１１，７００

５，２０２

２，１４０

１，１４０

１０６，３３２

１２，１００

９，０１０

－

２１，１１０

－

－

－

－

１２７，４４２

算定価格（Ｃ）
（百万円）

(Ｃ)-(A)
（百万円）

鑑定
CAP

５１，５００ ４．１％

４．４％

４．２％

５．２％

５．７％

６．２％

４．３％

５．３％

６．１％

５．１％

５．５％

４．３％

４．３％

４．８％

４．８％

４．５％

４１，３００

１４，２００

５，２６０

２，４５０

１，３３０

１１６，０４０

１２，１００

６，８８８

４，３５０

２３，３３８

１０，５００

１０，５００

２，５９０

２，５９０

１５２，４６８

９，５５０

８，３００

４，５４０

１０４

９３０

２３０

２３，６５４

１００

△２，０１２

１５

△１，８９７

△１３５

△１３５

０

０

日本電気本社ビル

２１，６２２

４３，２７３ ４．５％

３３，４０５ ５．３％

４．８％

５．２％

６．３％

６．５％

－

５．３％

６．３％

５．１％

－

４．３％

－

４．８％

－

－

９，９４８

５，１７９

１，４８２

１，１２１

９４，４１１

１２，００７

イトーヨーカドー東習志野店 ９，０５１ ８，９００

４，４９９

２５，５５９

東京周辺
都市部

深沢ハウスＨＩ棟 １０，９６８ １０，６３５
住宅

小計（１物件） １０，９６８ １０，６３５

東京
都心部

OAK PLAZA(オークプラザ) ２，６３７ ２，５９０
その他
資産

小計（１物件） ２，６３７ ２，５９０

晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＹ

赤坂王子ビル

神田パークプラザ

ファーレイーストビル

日鉄本町ビル

小計（６物件） ９２，３８６

小計（３物件） ２５，２３５

１３３，５７６

相模原ショッピングセンター

武蔵浦和ショッピングスクエア ４，３３５

合計（１１物件）

４１，９５０

３３，０００

９，６６０

５，１５６

１，５２０

１，１００

１２，０００

１３０，８４６

用途 地域

東京
都心部

東京周辺
都市部

関西圏

東京周辺
都市部商業

施設

オフィス
ビル

Ⅲ-1

注）鑑定ＣＡＰは、直接還元法による収益価格算定時に用いられた還元利回りを記載しています。
小計・合計欄に記載のＣＡＰは、期末算定価格により加重平均した還元利回りを記載しています。
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11.5% 18.4%
19.3%

8.1%

(32.1%)(37.0%)(40.2%)

70.6%
81.6%88.5%

2.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

上場時 第1期末 第2期末

その他

住宅

商業施設

オフィスビル

用途区分

地域区分

規模区分（延床面積ベース）

築年数区分

ⅢⅢ--２２ ．ポートフォリオサマリー．ポートフォリオサマリー

Ⅲ-2

取得資産総額： １，３０８.４６億円

投資物件数 ： １１物件

総賃貸可能面積： ２６１，６７１．６８㎡

ＰＭＬ ： ２．２％

86.0% 79.2%
70.6%

13.0% 19.8%
28.6%

1.1% 1.0% 0.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

上場時 第1期末 第2期末

関西圏

東京周辺都市部

東京都心部

（ ）： 日本電気本社

ビルの比率

71.8% 66.2%
57.3%

11.5%
10.6%

9.2%

10.7% 17.7%
26.8%

6.8%5.5%6.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

上場時 第1期末 第2期末

1万㎡未満

1万㎡以上5万㎡未満

5万㎡以上10万㎡未満

10万㎡以上

31.6%
11.4%

29.1%
25.2%

14.0% 19.8%
17.1%

49.4% 46.5% 40.3%

5.9%4.6%4.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

上場時 第1期末 第2期末

20年以上

15年以上20年未満

10年以上15年未満

5年以上10年未満

5年未満

平均：12.8年平均：平均：12.812.8年年

※上記グラフ内の百分率(%)は、取得価格の比率であり、平均については取得価格の加重平均で算出しています。
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ⅢⅢ--３．第３期及び第４期の業績予想３．第３期及び第４期の業績予想

科目 第３期予想
自 平成19年 5月 1日
至 平成19年10月31日

第４期予想
自 平成19年11月 1日
至 平成20年 4月30日

第2期実績
自 平成18年11月 1日
至 平成19年 4月30日

第1期実績(182.5日換算）

(第1期実績)／245日
×365日／2

１８１日 １８２．５日

４，０３７百万円

１，６１０百万円

４８５百万円
<公租公課:０百万円>

７３０百万円

２，４２７百万円

２，０３４百万円

２，０３３百万円

１５５，０００口

１３，１１６円

３，５５１百万円

２，７６３百万円

期末物件数：８物件

４，５２６百万円

１，８７８百万円

５１５百万円
<公租公課:０百万円>

８７３百万円

２，６４７百万円

２，３２４百万円

２，３２３百万円

１５５，０００口

１４，９９２円

４，０１０百万円

３，１９７百万円

期末物件数：１１物件

１８２日

営業費用 ２，５８４百万円 ２，５０９百万円

うち賃貸事業費用
(減価償却費除く）

１，１１３百万円
<公租公課:４９２百万円>

１，０４９百万円
<公租公課:４３３百万円>

うち減価償却費 ９２６百万円 ９３１百万円

賃貸ＮＯＩ ３，５８４百万円 ３，５８５百万円

ＦＦＯ ２，５６９百万円 ２，５５９百万円

当期純利益金額 １，６４３百万円 １，６２７百万円

発行済投資口数 １５５，０００口 １５５，０００口

１口当たり分配金 １０，６００円 １０，５００円

前提条件 保有資産 ：１１物件、発行済投資口数：155,000口
借入金残高：期初543億円･6月29日借換後544億円
営業外費用：
平成19年10月期 496百万円（内支払利息 428百万円）
平成20年4月期 497百万円（内支払利息 455百万円）

４，６３４百万円

２，１２５百万円

１，６２８百万円

実質運用期間

営業収益 ４，６９８百万円

営業利益金額 ２，１１３百万円

経常利益金額 １，６４４百万円

１８４日

Ⅲ-3



25

セクションセクションⅣⅣ．成長戦略．成長戦略

Ⅳ
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各用途の特性を活かす

特定用途への偏重を回避

総合型ポートフォリオ

ⅣⅣ--１．外部成長戦略①１．外部成長戦略①

用途 投資対象地域 投資比率

商業施設 三大都市圏及び
全国主要都市

50％以下

住宅 首都圏を中心に

三大都市圏及び政令指定都市

50％以下

オフィスビ
ル

東京都心部を中心に

三大都市圏及び全国主要都市

80％以下

その他 10％以下各用途の立地特性に
適合した地域

オフィスビル
約52％

賃貸住宅
約20％

商業施設
約28％

投資市場規模推計： 約54.5兆円（三用途合計）

出所：住信基礎研究所の
平成17年10月31日付「プロパティタイプ別の投資市場規模の推計」

選別
投資

競争力： 高

競争力： 低

オフィスビル 賃貸住宅商業施設

競争力の高い不動産を選別投資
⇒ クオリティ追求

Target
外部成長 追求幅広い選択肢

クオリティ 追求選別投資

「外部成長」と「運用資産のクオリティ」の両面追求

Ⅳ-1
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Ⅳ-1

日本電気本社ビルの投資比率20％へ
追加取得：約８００億円

ⅣⅣ--１．外部成長戦略②１．外部成長戦略②

中長期的な分配金の維持・成長

厳しい物件取得環境

スポンサー力の 大活用

パイプライン
ウェアハウジング機能

外部成長 追求

クオリティ 追求

外部成長の方針

<H18.5.1-H18.10.31> 第2期<H18.11.1-H19.4.30>

ｽﾎﾟﾝｻｰ情報 ｽﾎﾟﾝｻｰ外 ｽﾎﾟﾝｻｰ情報 ｽﾎﾟﾝｻｰ外

内開発 内開発 内開発

８ ０

０

５

１

６８ ２１ １４３ ４ ２９ ６ ６５ ６

３

６

４

内開発

５１ ２５

１４ １４

２３

３

６９

９

０ １４

０

４

０

５

８

２

９４

オフィス ２４ ２

商業 １２ １

住宅 ２４ ３

その他 ８ ０

合計
２１１

用途別

■物件情報件数の状況■物件情報件数の状況

※※スポンサー情報比率：約スポンサー情報比率：約3030％％((投資基準に合致した、有効な情報）投資基準に合致した、有効な情報）

方針用途

スポンサー開発物件を中心に、立地を重視し物件検討住宅

用途特性を生かせる都市型商業施設も含め物件検討商業

東京都心オフィスを中心に積極的に物件検討オフィス

■用途別物件選定の姿勢（当面）■用途別物件選定の姿勢（当面）

■■中長期的ポートフォリオの成長イメージ中長期的ポートフォリオの成長イメージ

20.0%32.1%37.0%40.2%

25.2%29.1%31.6% 15.7%

26.6%

約800億

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

上場時 第１期末 第２期末 外部成長イメージ

追加取得

その他

晴海ｱｲﾗﾝﾄﾞﾄﾘ
ﾄﾝｽｸｴｱ ｵﾌｨｽ
ﾀﾜｰY
日本電気本社
ﾋﾞﾙ

1,043 1,132
1,308

2,100

億円

■借入金での■借入金での新規取得（１００億円）による分配金影響度（イメージ）新規取得（１００億円）による分配金影響度（イメージ）

前提条件：NOI利回り：4.0%～5.0%
借入金利：1.5％・総投資口数：155,000口

分配金総額

400～500百万円/年

ＮＯＩ4.0%～5.0%

約85～185百万円/年

約155百万円/年

営業外費用

約160百万円/年

減価償却・一般管理費

分配金影響度

＋約250円～600円／口･期

（固都税支払後・巡航速度ベース）
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ⅣⅣ--２．内部成長戦略２．内部成長戦略

テナント満足度の維持・向上を図り（「テナント・ファースト」）、中長期的な収益の維持・向上を目指します。

内部成長の方針

①テナントリレーションの維持・向上により、良好な関係構築を図り高稼働率を維持

②プロパティ・マネジャーとの課題共有により、個別物件の特性を活かしたきめ細かな収益向上策
の検討、実施（6ケ月毎の年間運用計画策定協議、月次定例会議の実施）

③物件管理に係る品質の維持・確保と管理コスト適正化の推進

Ⅳ-2

3年

5年

中長期的な収益の維持・向上

■ 管理仕様の見直しと、管理費用の適正化

管理コストの適正化管理コストの適正化

■ 良好なテナントリレーションの構築・維持
■ テナントニーズの把握

高稼働率の維持高稼働率の維持

■ 商圏・市場賃料に基づく適正な賃料改定
の実施

■ 良好なテナントリレーションの構築・維持

賃料水準の維持・向上賃料水準の維持・向上

■ 物件競争力の向上（機能の維持・向上を

目的とした計画的修繕工事の実施他）

物件競争力の向上物件競争力の向上

稼働率稼働率

賃料水準賃料水準
水道光熱費水道光熱費
固都税他固都税他

管理業務費管理業務費

ＮＯＩ

修繕費修繕費
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ⅣⅣ--３．財務戦略３．財務戦略

財務の方針（安定的な財務運営）

①保守的な財務運営 ②借入期間・返済期日の分散 ③金利変動リスクへの対応

④財務の機動性の確保 ⑤安定的なバンクフォーメーションの構築

Ⅳ-3

3年

5年

負債比率（LTV）は、上限60%（規約上）と規定しているが、40～50％を目処として運
営する方針

負債比率（LTV）は、上限60%（規約上）と規定しているが、40～50％を目処として運
営する方針

約 370億円
借入のみによる物件取得可能

固定資産固定資産

1,3371,337

流動資産流動資産
126126

取得余力

約 370

純資産

845

借入金借入金
543543

敷金・保証金敷金・保証金 4848

借入余力

約 370

運営上の目処 50%
（運営目安 40～50%）

②②

①①

総資産有利子負債比率

３８. ０ %

新規物件取得・借入余力新規物件取得・借入余力

上限LTV ＝ ①上限LTV ＝ ①

期末時点 37.1%

期末LTV ＝ ②期末LTV ＝ ②

（単位：億円）

保証金保証金((有利子有利子)13.6)13.6

保守的な財務運営と物件取得余力保守的な財務運営と物件取得余力

平成19年6月29日実施予定の借換えにより、借入
期間の長期化・返済期日の分散に対応、今後も
財務運営の安定性向上の観点から対応していく
方針

借入期間・返済期日の分散借入期間・返済期日の分散

借換え実施後で固定化比率46.0％となる見込み、
市場金利の状況を注視しつつ、金利変動リスクへ
の対応を行っていく方針

金利変動リスクへの対応金利変動リスクへの対応

借入金は全て無担保・無保証で調達、発行体格
付取得済

上場時からの既存取引行（6行）とは安定的に取
引を継続。長期借入金（7年)調達（借換え時）に際
し、日本政策投資銀行・第一生命保険との新規取日本政策投資銀行・第一生命保険との新規取

引引を予定

財務の機動性の確保財務の機動性の確保

安定的なバンクフォーメーションの構築安定的なバンクフォーメーションの構築

その他その他 1313
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セクションセクションⅤⅤ．運用体制．運用体制

Ⅴ
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ⅤⅤ--１．１．資産の取得及び売却に関する意思決定資産の取得及び売却に関する意思決定

立案部
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

室

ﾘｽｸ･
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
委員会 投資運用

委員会

取締役会
決
定

審査
審議・
決議

審議・
決議

審議・
決議

少数意見の報告

（注1） （注2）

（否決） （否決・中止（注3）） （否決）

差戻し

（注1）以下いずれかに該当する場合にはリスク・コンプライアンス委員会に付議します。

• 利益相反取引規程に定める利害関係者との重要な取引（この場合、全会一致の議決が必要）
• コンプライアンス室長がリスク・コンプライアンス委員会での審議を必要と認める場合

（注2）以下いずれかに該当する場合には取締役会に付議します。
• 取得又は売却予定額が100億円超かつ本投資法人の総資産額の10%を超える場合

• 資金調達計画（資金調達に関する最終意思決定は本投資法人の役員会にて行われます。）
• 利益相反取引規程に定める利害関係者との重要な取引

（注3）コンプライアンス室長は、投資運用委員会における審議、決議の過程で法令等に照らして問題点がある
と判断する場合には、審議及び決議を中止し、立案部に差し戻すことができます。

Ⅴ-1
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ⅤⅤ--２２．．運用会社の概要運用会社の概要

名 称 トップリート・アセットマネジメント株式会社

（Top REIT Asset Management Co., Ltd.）

所 在 地 東京都中央区日本橋一丁目13番1号日鐵日本橋ビル

設 立 平成16年10月22日

資本金と株主構成 3億円

住友信託銀行株式会社 38%

株式会社新日鉄都市開発 31%

王子不動産株式会社 31%

事 業 内 容 投資法人資産運用業

代 表 者 代表取締役社長

平成19年7月1日より

代表取締役社長

土田 京一

遠藤 晋民

沿 革

※全て平成19年6月20日現在

平成16年12月10日

平成17年5月10日

平成17年6月28日

平成17年11月2日

宅地建物取引業の免許取得 東京都知事（1）第83904号

宅地建物取引業法上の取引一任代理等の認可取得

国土交通大臣認可第35号

投資信託委託業者の認可取得 内閣総理大臣第47号

トップリート投資法人と資産運用委託契約の締結

財務部 企画・管理部

ﾘｽｸ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会投資運用委員会

監査役

投資運用部 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室

株主総会株主総会

取締役会

代表取締役社長

Ⅴ-2
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セクションセクションⅥⅥ．参考資料．参考資料

Ⅵ
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ⅥⅥ--１．ポートフォリオマップ１．ポートフォリオマップ

神田ﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｻﾞ

晴海アイランドトリトンスク
エア オフィスタワーＹ

日本電気本社ビル

赤坂王子ビル

ファーレイーストビル

深沢ハウスＨＩ棟

相模原
ショッピングセンター

日鉄本町ビル

Ⅵ-1

イトーヨーカドー
東習志野店

晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーＹ

深沢ハウスＨＩ棟

武蔵浦和ショッピングスクエア

日本電気本社ビル

OAK PLAZA
(オークプラザ)

武蔵浦和ショッピング
スクエア
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ⅥⅥ--２．ポートフォリオ一覧２．ポートフォリオ一覧

Ⅵ-2

用途 地域 物件名称 所在地 取得日
延床面積

（㎡）
賃貸可能面

積（㎡）
稼働率（％） テナント数

平成18年3月3日

平成18年3月1日

平成18年3月1日

平成18年3月1日

平成18年3月1日

平成18年3月1日

平成18年3月1日

平成18年6月30日

平成19年3月19日

平成18年12月8日

平成19年3月20日

72,238.03

23,239.62

1

7

3

10

1

9

31

2

イトーヨーカドー東習志野店 千葉県習志野市 45,338.37 51,098.42 平成6年10月 8,900 6.8 100.0 1 7.7
東京周辺
都市部

3

6

東京周辺
都市部 深沢ハウスＨＩ棟 東京都世田谷区 12,135.36 11,357.44 平成16年6月 10,635 8.1 89.5 1 1.6

東京
都心部

OAK PLAZA(オークプラザ) 東京都千代田区 6,121.85 6,121,85 昭和60年4月 2,590 2.0 100.0 1 7.7そ
の
他
資
産 小計（１物件） － 6,121,85 － 2,590 2.0 100.0 1 －

住
宅

小計（１物件） － 11,357.44 － 10,635 8.1 89.5 1 －

7,281.83

4,537.66

4,663.33

4,409.53

116,370.00

61,763.28

14,960.69

127,822.39

39

144,476.05

261,671.68

267,132.67

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

－

100.0

100.0

100.0

10,063.05

5,511.83

16,206.34

6,714.09

－

56,351.42

28,930.36

－

99.5－

竣工年月
投資比率

（％）

東京都港区 平成2年1月

平成13年10月

平成1年4月

昭和34年11月

平成6年12月

平成3年6月

－

平成5年8月 他

平成17年10月

－

－

東京都中央区

32.1

25.2

7.4

3.9

1.2

0.8

70.6

9.2

3.3

19.3

東京都港区

東京
都心部

東京都千代田区

東京都立川市

大阪府大阪市

小計（６物件） 92,386 －

小計（3物件） 25,235 －

100.0

武蔵浦和ショッピングスクエア 埼玉県さいたま市 4,335 8.5

神奈川県相模原市

PML
（％）

日本電気本社ビル 1.6

1.4

6.3

14.1

2.9

8.0

3.8

2.2

晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＹ

赤坂王子ビル

神田パークプラザ

ファーレイーストビル

日鉄本町ビル

相模原ショッピングセンター

合計（11物件）

取得価格
（百万円）

41,950

33,000

9,660

5,156

1,520

1,100

12,000

130,846

東京周辺
都市部

関西圏

商
業
施
設

オ
フ
ィ
ス
ビ
ル

■第２期末時点■第２期末時点
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ＤＣＦ法
物件名

期末算定価額

（百万円）

直接還元法

還元利回り 割引率 終還元利回り

日本電気本社ビル ５１，５００ ４．１％
３．７％(６年間)

４．２％(以降)
４．２％

晴海アイランドトリトンス
クエア オフィスタワーＹ ４１．３００ ４．４％ ４．１％ ４．６％

神田パークプラザ ５，２６０ ５．２％ ４．８％ ５．８％

深沢ハウスＨＩ棟 １０，５００ ４．３％ ４．０％ ４．５％

OAK PLAZA
(オークプラザ) ２，５９０ ４．８％ ４．３％ ５．４％

ファーレイーストビル ２，４５０ ５．７％ ５．８％ ６．０％

日鉄本町ビル １．３３０ ６．２％ ６．２％ ６．５％

相模原ショッピング
センター １２，１００ ５．３％ ５．２％ ５．５％

イトーヨーカドー
東習志野店 ６，８８８ ６．１％ ５．８％ ６．６％

赤坂王子ビル １４．２００ ４．２％ ４．４％ ４．５％

武蔵浦和ショッピング
スクエア ４，３５０ ５．１％ ５．０％ ５．３％

■第２期末時点■第２期末時点 ■第１期末時点■第１期末時点

－－－－深沢ハウスＨＩ棟

－－－－
OAK PLAZA
(オークプラザ)

５．８％４．８％５．２％５，２０２神田パークプラザ

６．２％６．０％５．９％２，１４０ファーレイーストビル

６．６％６．３％６．３％１．１４０日鉄本町ビル

５．５％５．２％５．３％１２，１００
相模原ショッピング
センター

６．８％５．４％６．３％９，０１０
イトーヨーカドー
東習志野店

４．８％４．３％４．６％３９．１００
晴海アイランドトリトンス
クエア オフィスタワーＹ

４．７％４．６％４．４％１１．７００赤坂王子ビル

－－－－
武蔵浦和ショッピング
スクエア

４．４％
３．８％(７年間)

４．３％ (以降)
４．１％４７，０５０日本電気本社ビル

終還元利回り割引率

ＤＣＦ法直接還元法

還元利回り

期末算定価額

（百万円）
物件名

神田パークプラザ、イトーヨーカドー東習志野店、OAK PLAZA（オークプラザ)株式会社中央不動産鑑定所

日本電気本社ビル、赤坂王子ビル、ファーレイーストビル、日鉄本町ビル株式会社谷澤総合鑑定所

相模原ショッピングセンター、武蔵浦和ショッピングスクエア大和不動産鑑定株式会社

晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーＹ、深沢ハウスＨＩ棟財団法人日本不動産研究所

鑑定評価機関 評価対象物件

ⅥⅥ--３．鑑定評価一覧３．鑑定評価一覧
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日本電気
本社ビル

晴海アイランド
トリトンスクエア
オフィスタワーＹ

赤坂王子
ビル

神田パーク
プラザ

ファーレ
イーストビル

日鉄本町ビル 相模原
ショッピング

センター

イトーヨー
カドー

東習志野店

武蔵浦和
ショッピング

スクエア

深沢ハウスＨＩ
棟

１８１日 １４４日

２１２

２０４

３３

２８

０

０

０

２

２

１７９

５５

１２３

－

３６３

３６３

１１

２

－

－

１

４

３

３５１

１２３

２２７

OAKPLAZA
（オーク
プラザ）

１８１日

２

４３日

３０

３０

０

０

－

－

０

０

０

２９

１６

１２

－

４２日

２２

２２

０

０

０

－

０

－

０

２１

３

１８

－

損害保険料 １ ２ ０ ０ ０ ０ １

賃貸事業利益 １，１３３ ７７１ ２９５ １４１ ４３ ４９ ３２１

資本的支出 ３０ １ １５ ０ － ２７ ４

４０８

４０８

賃貸事業費用
合計

５ ２７５ ７０ ２７ ５０ ３１ ８

公租公課 － ０ － － － － －

ＮＯＩ １，３６５ １，０３７ ３２６ １５３ ７３ ７３ ３９９

修繕費 － ０ ３ ４ － ２ ３

その他 １ ２ ２ ２ １ ２ １

減価償却費 ２３２ ２６６ ３１ １２ ２９ ２３ ７７

管理業務費 １ １９２ ４１ ８ ２４ １６ ２

水道光熱費 － ７７ ２１ １１ ２３ ９ －

１８１日

１，３１３

１，３１３

稼働日数 １８１日

３９６

３９６

１８１日１８１日１８１日

１０５１８１ １２３

１２３ １０５１８１賃貸収入

１８１日

賃貸事業収入
合計

１，３７０

１，３７０

ⅥⅥ--４．物件別賃貸事業収支４．物件別賃貸事業収支

Ⅵ-4

単位:百万円

外壁改修工事他
武蔵浦和ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｽｸｴｱ/OAK PLAZAは第5
期以降、他の物件は第3期以降に固都税の
費用計上を予定

外壁改修工事 空調機器更新工事他
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ⅥⅥ--５．不動産市場の状況５．不動産市場の状況

■■不動産売買市場の動向不動産売買市場の動向

（出所）日本不動産研究所「不動産投資家調査」
※.リスクプレミアムは、10年国債の利回りに対する丸の内のもの

（出所）日本不動産研究所「不動産投資家調査」

（出所）日本不動産研究所「不動産投資家調査」

■■不動産賃貸市場の動向不動産賃貸市場の動向

(出所)ｼｰﾋﾞｰﾘﾁｬｰﾄﾞｴﾘｽ『ｵﾌｨｽﾏｰｹｯﾄﾚﾎﾟｰﾄ』

(出所)ﾘｸﾙｰﾄ『賃貸情報賃貸版フォレント 月次レポート』

■商業施設■商業施設市場の動向市場の動向

(出所)日本ＳＣ協会「ＳＣ販売統計調査報告」

Ⅵ-5
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ⅥⅥ--６．①６．① 物件概要（物件概要（日本電気本社ビル）日本電気本社ビル） （上場時取得物件）（上場時取得物件）

所 在 地
東京都港区芝

五丁目

取 得 価 格 419.5億円

地 積 21,190.14㎡

延 床 面 積 144,476.05㎡

構 造
S･RC･SRC造

コンクリート屋根

階 数
地下3階付

39階建

竣 工 年 月 平成2年1月

所 有 形 態
所有権

不動産信託受益権の
準共有持分50%

■ JR山手線・京浜東北線・都営三田線・都営浅草線と４線利用可能であり、都心各所はもとより羽田空港等へのアクセスも良好
な交通至便な立地。

■ 「NECスーパータワー」の愛称で親しまれる東京を代表するランドマーク。
■ 日本電気株式会社が本社として入居、近隣には日本電気関連企業が参集し、当該エリア一帯が日本電気グループの拠点を形

成。

Ⅵ-6
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ⅥⅥ--６６ ．．②② 物件概要（晴海アイランドトリトンスクエア物件概要（晴海アイランドトリトンスクエア オフィスタワーオフィスタワーYY）） （上場時取得物件）（上場時取得物件）

所 在 地
東京都中央区晴海

一丁目

取 得 価 格 330億円

地 積 39,569.53㎡

延 床 面 積 267,132.67㎡

階 数 地下4階付40階建

構 造
S･RC･SRC造陸屋根・

ｽﾃﾝﾚｽ鋼板葺

竣 工 年 月 平成13年10月

所 有 形 態 区分所有権
（3～15階部分）

■ 晴海アイランドトリトンスクエアは東京の湾岸エリアとして注目される晴海地区に、一体的な再開発により2001年に誕生した大
規模複合街区。3棟の超高層オフィスビルをランドマークに、商業施設、高層マンション群から構成。

■ 2001年に竣工した40階建ての超高層で 新のスペックを備えたインテリジェントオフィスビル。
■ 住友金属工業株式会社の東京本社と、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の本社が主要テナントとして入居。

Ⅵ-6
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ⅥⅥ--６６ ．．③③ 物件概要（赤坂王子ビル）物件概要（赤坂王子ビル） （上場時取得物件）（上場時取得物件）

所 在 地 東京都港区赤坂八丁目

取 得 価 格 96.6億円

地 積 ／ 延 床 面 積 2,023.72㎡／10,063.05㎡

構 造 ／ 階 数 SRC造陸屋根／地下1階付9階建

竣 工 年 月 平成1年4月

所 有 形 態 所有権

■ ホテル、各国大使館等が集積し外資系企業などにも人気のある赤坂地区と、高級ブランドショップが軒を連ね、ファッション・文

化・音楽の街と言われる青山地区にまたがるエリア。
■ 青山通りに面し、 寄の「青山一丁目」駅は東京メトロ銀座線・半蔵門線・都営地下鉄大江戸線の３線が乗り入れ、交通利便性

の高い立地。青山通り向かい側には赤坂御用地が広がり、都心にありながら、緑豊かな景観を臨むことができる。
■ 株式会社ソニー・コンピュータエンタテインメントが主要テナントとして入居。

Ⅵ-6
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ⅥⅥ--６６ ．．④④ 物件概要（神田パークプラザ）物件概要（神田パークプラザ） （上場時取得物件）（上場時取得物件）

所 在 地 東京都千代田区鍛冶町二丁目

取 得 価 格 51.56億円

地 積 ／ 延 床 面 積 632.98㎡／5,511.83㎡

構 造 ／ 階 数 SRC造陸屋根／地下1階付9階建

竣 工 年 月
昭和34年11月

平成15年に耐震リニューアル工事を実施

所 有 形 態 所有権

■ JR並びに東京メトロ銀座線「神田」駅至近で、日本橋・銀座に連なる中央通りに面しており交通利便性が高く、商業繁華性の高

い立地。
■ 竣工は昭和34年であるが、平成15年に全面リニューアルと耐震補強工事を実施。エリア内では比較的大規模であり、優れた立

地条件とあいまって競争力の高いオフィスビル。
■ 1階には立地特性に適した物販テナントが入居する他、交通利便性を重視する複数のテナントが入居。

Ⅵ-6



43

ⅥⅥ--６６ ．．⑤物件概要（ファーレイーストビル）⑤物件概要（ファーレイーストビル） （上場時取得物件）（上場時取得物件）

所 在 地 東京都立川市曙町二丁目

取 得 価 格 15.2億円

地 積 ／ 延 床 面 積 2.350.84㎡／16,206.34㎡

構 造 ／ 階 数 S･SRC造陸屋根／地下1階付12階建

竣 工 年 月 平成6年12月

所 有 形 態 区分所有権（2～5階部分及び6階の一部）

■ JR「立川」駅は都心へ繋がる中央線の他、南武線、青梅線が交わるターミナル駅で、従来からの鉄道交通の要所。多摩地区を

縦貫する多摩モノレールの開通により更に利便性が向上。
■ 駅前には、百貨店等の大規模商業施設を中心に各種店舗が集積し、繁華性の非常に高いエリア。
■ 本物件が位置する「ファーレ立川」エリアは立川基地跡地の再開発事業により完成したビジネスゾーンで、大規模でグレードの

高いオフィスビルやホテル等が集積。

Ⅵ-6
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ⅥⅥ--６６ ．．⑥⑥ 物件概要（日鉄本町ビル）物件概要（日鉄本町ビル） （上場時取得物件）（上場時取得物件）

所 在 地 大阪府大阪市西区靱本町一丁目

取 得 価 格 11億円

地 積 ／ 延 床 面 積 852.55㎡／6,714.09㎡

構 造 ／ 階 数 SRC造陸屋根／地下2階付12階建

竣 工 年 月 平成3年6月

所 有 形 態 所有権

■ 大阪のビジネス拠点である梅田地区と商業の拠点である心斎橋・難波地区を結ぶ主要幹線の一つである四ツ橋筋に近接し、
ま た、ビジネスの中心である淀屋橋エリアからも徒歩圏。大阪の主要地下鉄である四つ橋線・中央線の「本町」駅が 寄駅。緑

溢れる靱（うつぼ）公園に近接し、都心でありながら環境面でも優れた立地。
■ 総合設計制度を活用し設計され、敷地内には公開空地を有する等、近隣との調和が図られたオフィスビル。
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ⅥⅥ--６６ ．．⑦物件概要（相模原ショッピングセンター）⑦物件概要（相模原ショッピングセンター） （上場時取得物件）（上場時取得物件）

所 在 地 神奈川県相模原市古淵三丁目

取 得 価 格 120億円

地 積 ／ 延 床 面 積 30,949.80㎡／56,351.42㎡

構 造 ／ 階 数 S･RC造陸屋根 他／地下1階付4階建 他

竣 工 年 月 平成5年8月 他

所 有 形 態 所有権

■首都圏の広域幹線道路である国道16号に面する他、JR横浜線の「古淵」駅にも近接し、車ならびに鉄道の両面での交通アクセ
スに恵まれた大規模ショッピングセンター。5km圏約62万人、10km圏約186万人と恵まれた商圏人口を背景に、16号沿いには
隣接するジャスコ相模原SC等のショッピングセンターの他、ホームセンター、専門店が多く、路線商業として熟成した立地。

■イトーヨーカ堂直営店と専門店をあわせて約19,000㎡の売場面積を有し、駐車場も1,300台強を確保。また敷地内には、ファミ
リーレストランやガーデニング専門店も併設しショッピングセンターとしての賑わいを高めている。
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ⅥⅥ--６６ ．．⑧物件概要（イトーヨーカドー東習志野店）⑧物件概要（イトーヨーカドー東習志野店） （第（第11期取得物件）期取得物件）

所 在 地 千葉県習志野市東習志野七丁目

取 得 価 格 89億円

地 積 ／ 延 床 面 積 29,854.57㎡／45,338.37㎡

構 造 ／ 階 数 RC造陸屋根 他 ／地下1階付4階建 他

竣 工 年 月 平成6年10月

所 有 形 態 所有権

■東京中心部から東へ約30km、西に船橋市、北に八千代市、東は花見川区（千葉市）と接し、周辺エリア一帯が典型的な郊外住
宅地。

■イトーヨーカ堂直営店と専門店あわせて約17,000㎡の売場面積で、イトーヨーカ堂の郊外立地店舗としては標準的な規模の近
隣対応型店舗。駐車場台数は1,100台強確保されており、郊外立地店舗としての競争力を十分有している。また、イトーヨーカ堂
直営店を主体に、専門店ではユニクロ、ダイソー、新星堂など、 寄型商圏における生活利便施設を確保。
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ⅥⅥ--６６ ．⑨．⑨物件概要（武蔵浦和ショッピングスクエア）（第物件概要（武蔵浦和ショッピングスクエア）（第22期取得物件）期取得物件）

所 在 地 埼玉県さいたま市南区別所七丁目

取 得 価 格 43.35億円

地積／延床面積 8,317.99.㎡／28,930.36㎡

構 造 ／ 階 数 S造陸屋根／地下1階付4階建

竣 工 年 月 平成17年10月

所 有 形 態 土地：所有権･建物：区分所有権
（不動産信託受益権の準共有持分50%）

■ 東京都心から、大宮･前橋方面へ抜ける主要幹線道（国道17号）に近接する他、JR埼京線・武蔵野線の「武蔵浦和」駅にも近接
し、車ならびに鉄道の両面での交通アクセスに恵まれたショッピングセンター。3km圏約29万人、5km圏約67万人の恵まれた商
圏人口を有しているとともに、5km圏においては、人口・世帯数ともに増加傾向。

■ ㈱オリンピックが地下1階に食品・日用品、1階に家電・ゴルフ・自転車等の売場、㈱ニトリが2階に家具・インテリア等の売場を設
け、地上3･4階は駐車場。店舗売場面積は約14,000㎡、駐車場台数は350台強確保された競争力のある郊外駅前立地店舗。

Ⅵ-6



48

所 在 地 東京都世田谷区深沢二丁目

取 得 価 格 106.35億円

地積／延床面積 39,840.90㎡／12,135.36㎡

構 造 ／ 階 数 RC造ｺﾝｸﾘｰﾄ屋根・陸屋根／14階建

竣 工 年 月 平成16年6月

所 有 形 態 区分所有権（深沢ハウスＨＩ棟）

■ 周辺は都内有数の邸宅街でゆとりある街並が形成されており、更に駒沢公園に隣接し、本物件の敷地内には緑地が配置され
る等、緑豊かで良好な住環境。

■ 深沢ハウスは、広い敷地内に13棟の住宅棟（総戸数772戸）と商業棟を配し、全住戸分の地下駐車場を完備した大規模開発住
宅。対象はこの中にある賃貸住宅棟で、総戸数124戸・間取りは2LDK～4LDK、戸当り面積は約75～120㎡、免震構造や非常
用飲料水生成システムを採用する等防災面にも配慮。

ⅥⅥ--６６ ．⑩物件概要（．⑩物件概要（深沢ハウスＨＩ棟）（第深沢ハウスＨＩ棟）（第22期取得物件）期取得物件）
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所 在 地 東京都千代田区神田淡路町二丁目

取 得 価 格 25.9億円

地積／延床面積 1,013.49㎡／6,121.85㎡

構 造 ／ 階 数 SRC造陸屋根／地下1階付10階建

竣 工 年 月 昭和60年4月
平成19年3月にコンバージョン実施

所 有 形 態 所有権

■ JR「御茶ノ水」駅「秋葉原」駅、東京メトロ丸ノ内線「淡路町」駅等6駅から、徒歩約3～6分と交通利便性が高く、丸の内・大手町

等の東京駅を中心とするオフィスエリア、ＩＴ拠点の秋葉原エリアへの接近性も良好な立地。
■ 昭和60年に竣工し、「ホテルニュー神田」として利用されてきた建物を、コンバージョン(改修工事)し、ビジネスホテル「ホテルマイ

ステイズ御茶ノ水」を中心に、事務所（サービスオフィス･貸会議室）、飲食・物販店舗を兼ね備えた複合ビルとしてリニューアル。

ⅥⅥ--６６ ．⑪物件概要（．⑪物件概要（OAKOAK PLAZA(PLAZA(オークプラザオークプラザ))））（第（第22期取得物件）期取得物件）
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１．１．総合型ポートフォリオ運用総合型ポートフォリオ運用

① 外部成長と運用資産のクオリティの両面追求

② 用途特性を活かした収益の「安定性」と「成長性」の追求

③ シンクタンクの有効活用

２．２．スポンサー力スポンサー力の 大活用の 大活用

① パイプライン機能を活用した安定的な外部成長

② ウェアハウジング機能を活用した機動的な物件取得

③ 「＋αのマネジメント力」を活用した内部成長の達成

ⅥⅥ--７７ ．ＴＯＰ．ＴＯＰ ＲＥＩＴの特徴と運用戦略ＲＥＩＴの特徴と運用戦略

運用資産の着実
な成長

安定した収益の
確保

投資主価値の 大化

■ スポンサー企業グループの有する取引先企業を含めた幅広い
ネットワーク、不動産に関する開発力、仲介力、運営管理能力、
投資運用力、技術力等のスポンサー力を 大活用
[住友信託銀行の連結子会社及び関連会社：42社、新日本製鐵の連結
子会社及び関連会社326社、王子製紙の連結子会社及び関連会社：
305社]（いずれも平成19年3月31日現在の数値）

スポンサー力の 大活用
■ トップリート・アセットマネジメントにスポンサー企業（住友信託銀行、

新日鉄都市開発及び王子不動産）から不動産の開発、仲介、運営管
理、投資運用等の多様な業務経験者を結集。

■ スポンサー企業が永年培ってきた不動産・金融のノウハウ・理念を継

承。

ＤＮＡの継承

サポート

トップリート投資法人

住友信託銀行

新日鉄都市開発
（新日本製鐵グループ）

王子不動産
（王子製紙グループ）

オフィスビル

住宅

商業施設

その他
（ホテル・物流等）

主要三用途

トップリート・
アセットマネジメント

出資
人材

スポンサー力

DNA

総合型

運用

スポンサー企業

38%

開 発

仲 介

運営管理

投資運用

31%

31%
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トップリート・アセットマネジメント株式会社

〒103-0027 東京都中央区日本橋一丁目１３番１号日鐵日本橋ビル５F

TEL：03-3243-2181／FAX：03-3243-2182

＜企画・管理部＞
林 （ E-mail：Hiroyuki.Hayashi@top-reit-am.co.jp）
黒川（ E-mail：Tomio.Kurokawa@top-reit-am.co.jp）
山口（ E-mail：Satoshi.Yamaguchi@top-reit-am.co.jp ）

ご照会先ご照会先

本資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の商品についての募集・勧誘・営業等を目的としたものではありませ
ん。トップリート投資法人の投資口のご購入にあたっては各証券会社にお問い合わせください。
本資料の内容には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、このような記述は将来の業績を保証するものでは
ありません。
本資料で提供している情報に関しては、万全を期しておりますが、その情報の正確性及び安全性を保証するものではあ
りません。また、予告なしに内容が変更または廃止される場合がございますので、予めご了承ください。

本資料に関する一切の権利につきましては当社に帰属し、事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転
用等を行うことを禁止します。
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